
1

医療のIT化について

平成１７年9月16日

厚生労働省医政局研究開発振興課
医療機器・情報室

千村 浩

◇医療の質、効率化、安全対策、情報提供の視点

◇保健医療の情報化の戦略と達成目標を提示
・電子カルテ １６年度 ２次医療圏に１施設

１８年度 400床以上病院、診療所の６割
・レセプト １６年度 病院レセの５割
電算処理 １８年度 病院レセの７割

◇アクションプラン：６つの情報化の手段を提示
１．電子カルテシステム
２．オーダリングシステム
３．ＥＢＭ支援システム
４．遠隔診療支援システム
５．レセプト電算処理システム
６．用語・コード・様式の標準化

１．ＩＴを活用した医療情報の連携活用
２．ＩＴを活用した医療に関する情報提供
３．電子カルテの普及促進
４．レセプトの電算化
５．遠隔医療の普及促進

医療情報ネットワーク医療情報ネットワーク電子カルテシステム等電子カルテシステム等 遠隔医療システム遠隔医療システム レセプト電算処理レセプト電算処理

グランドデザイン及び e -Ｊａｐａｎ戦略に基づき総合的施策を実施

情報化グランドデザイン(厚生労働省 Ｈ13年12月) e -Ｊａｐａｎ重点計画 2004（H16年6月）

１．診療報酬制度

２．レセプト電算化のインセンティブ検討

３．支払機関から保険者のレセプト電算化

４．電子カルテ普及のための標準化の促進

IT政策パッケージ（H17年2月）

保健医療分野の情報化について
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【ｅーＪａｐａｎ重点計画-2004 (医療（抄））】

１． ＩＴを活用した医療情報の連携活用
・保健医療分野における認証基盤の開発・整備

・電子カルテの医療機関外での保存の容認
・電子カルテの連携活用に対応したセキュリティ等に関する
ガイドラインの作成
・電子カルテの連携活用を行う医療機関への支援

２．ＩＴを活用した医療に関する情報の提供
・医療情報のデータベース化、インターネットによる情報提供

３．電子カルテの普及促進
・電子カルテの用語・コードの標準化及び相互運用性の確保
・診療情報の電子化など医療分野でのＩＴ利用促進

４．レセプトの電算化及びオンライン請求
・医療機関への普及促進
・審査支払機関及び保険者における電子レセプトへの対応整備

５．遠隔医療の普及促進
・遠隔医療のシステム整備支援
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ＩＴ政策パッケージ-2005医療（抄）

１．診療報酬制度による医療のＩＴ化の一層の促進

２．レセプトの電算化及びオンライン化の推進

３．レセプトデータ等の有効活用による医療の質の向上

４．電子カルテの普及促進

①電子カルテの標準化の推進

②電子カルテの導入及び運用に係る負担の軽減

５．遠隔医療の推進

６．ＩＴを利用した医療情報の連携活用の促進

①医療における公開鍵基盤の早期整備

②保険医療機関受診時における保険証の有効性検証の実現
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電子カルテ普及推進の方策

電子カルテの普及目標
「保健医療分野の情報化に
むけてのグランドデザイン」
における普及目標

◇平成１６年度まで
○全国の各二次医療圏毎
に少なくとも１施設は電子
カルテシステムの普及を
図る。
☆平成16年4月1日現在、87.8%に

普及、病院は50％

◇平成１８年度まで
○全国の４００床以上の
病院の６割以上に普及
（平成16年4月1日現在、11.7%
に導入）

○全診療所の６割以上に
普及
（平成14年10月1日現在、2.6%
に導入）

課題克服のための取組

○経済的負担の軽減、導入促進

・平成13、14年度補正予算（379億円）による

導入補助（241病院）

・建替等整備時の補助、低利融資等
・医療施設をネットワークで結び、連携を推進し、
医療の質向上と効率化を図るモデル事業の
実施

○医療機能の連携促進
・医療機能の連携促進に向け、医療計画制度
における評価指標への位置づけ等の推進

○用語・コードの標準化の推進
・病名など９分野について、平成１５年度まで
に標準用語・コードのマスター表を整備

○「標準的電子カルテ」開発の検討
・導入目的の明確化（医療安全等）
・「標準的電子カルテ推進委員会」最終報告に
おける基本要件等の提言（平成17年５月）

○ﾈｯﾄﾜｰｸｾｷｭﾘﾃｨ基盤につき検討
・保健医療分野の公開鍵基盤の整備
・電子カルテを安全に管理するための指針の
公表（平成17年3月）

○導入効果の検証と啓発
・成功例についての情報提供

課 題

○システムの導入・
維持費が高い

導入費用は
100万円～200万円／床以上

維持費用は
その１割程度／年間

○操作性や新旧及び
異なるシステム間の
互換性が不十分

○医療の情報化推進
に必要な標準化や
セキュリティ確保の
基盤整備が進捗中

○情報システムの導入
効果が必ずしも明ら
かになっていない
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ネットワークの構築に
より、診療情報を伝送
又は共有

中核医療機関
地域の医療機関

地域の医療機関

－ ネットワークによる診療情報連携 －

地域診療情報連携推進事業
電子カルテシステムを用いた地域医療ネットワークのモデル事業

地域の医療機関

地域の医療機関

医療IT化の具体的方向性

平成14年度 予算額 5.3億円
実施地域：県立東金病院(千葉県)

亀田総合病院(千葉県)
宮崎県医師会(宮崎県)

平成15年度 予算額 5.3億円
実施地域：日鋼記念病院(北海道)

釧路脳神経外科病院(北海道)                                  
地域診療情報連携協議会(群馬県)                          
亀田総合病院(千葉県)
恵寿総合病院(石川県)
洛和会音羽病院(京都府)
幡多医師会(高知県)

平成16年度 予算額 2.0億円
実施地域：三楽病院（東京都）

県立中央病院（徳島県）

平成17年度 予算額 2.3億円
地域中核病院等に共同利用型電子カルテの導入を

支援し、診療所等への普及を推進
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Ｗｅｂ型電子カルテシステムについて（平成１７年度）

地域の中心的役割を
果たしている医療機関

地域の中心的役割を
果たしている医療機関

（電子カルテ
ソフトの活用）

（電子カルテ
ソフトの活用）

（電子カルテ

ソフトの活用）

（電子カルテ

ソフトの活用）

医療機関医療機関

医療機関医療機関

医療機関医療機関

医療機関医療機関

○電子カルテの普及を図るため、地域の中心的役割を果たしている医療機関にＷｅｂ型
電子カルテを導入することで、周辺の医療機関が独自に電子カルテを導入しなくとも、
セキュリティを確保したインターネット等を介して、その電子カルテソフトの活用を可能
とすることを目的とする。

○地域の中心的役割を果たしている医療機関にＷｅｂ型電子カルテの開発等に係る経
費を補助（１／２）

・連携する医療機関の電子カルテシステム導入費用と保守管理費が低減

・共通の電子カルテシステムによりスムーズな地域連携が可能

・短期間での電子カルテ導入が可能

電子カルテ普及の推進

（Ｗｅｂ型電子カルテ導入）
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情報セキュリティ、個人情報保護

情報技術の効果的活用

サービスの質、利便性の向上

医療情報ネットワークの基盤整備

国民的理解を前提とし、電子化した医療情報を

安全に共有・交換するための基盤について検討

医療情報ネットワーク基盤検討会
座長：大山永昭（東京工業大学像情報工学研究
施設教授）

平成１５年６月より検討開始
平成１６年９月に最終報告

主な提言内容
○公的資格確認機能を有する保健医療分野の公開鍵基
盤整備を検討

○診断書等は電子署名の実施により電子化を容認

○技術の進展等を踏まえた適切な電子保存の指針の

作成が必要

当面の措置

◇公開鍵基盤の整備に係る認証局証明書ポリシを作成

◇医療情報システムの安全管理に関するガイドラインを

作成
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